
１　重要な会計方針

　(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　貯蔵品の評価は、最終仕入原価法によっている。

　(2) 固定資産の減価償却の方法
　　　減価償却資産については、定額法および定率法により直接減価償却を実施している。

　(3) 引当金の計上基準
　　　賞与引当金・・・・・・・・・従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち
　　　　　　　　　　　　　　　　　当期末までの勤務期間対応額を計上している。
　　　退職給付引当金・・・・・・・当期末退職給付の要支給額に相当する金額を計上している。

　(4) 消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理については、税込方式によっている。

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科      目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産

定期預金 30,000,000 0 0 30,000,000
小計 30,000,000 0 0 30,000,000

特定資産
退職給付引当特定資産 11,414,160 1,810,530 0 13,224,690
賞与引当特定資産 30,244,486 15,132,066 30,244,486 15,132,066

小計 41,658,646 16,942,596 30,244,486 28,356,756
合計 71,658,646 16,942,596 30,244,486 58,356,756

３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
（単位：円）

科      目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財産
からの充当額）

（うち負債に対応する
額）

基本財産
定期預金 30,000,000 (0) (30,000,000) (0) 

小計 30,000,000 (0) (30,000,000) (0) 
特定資産

退職給付引当特定資産 13,224,690 (0) (0) (13,224,690) 
賞与引当特定資産 15,132,066 (0) (0) (15,132,066) 

小計 28,356,756 (0) (0) (28,356,756) 
合計 58,356,756 (0) (30,000,000) (28,356,756) 

４　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科      目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物 525,527 11,036 514,491
建物附属設備 12,565,271 3,159,538 9,405,733
工具器具備品 53,088,376 42,078,752 11,009,624
ソフトウェア 92,999,465 36,038,075 56,961,390

合計 159,178,639 81,287,401 77,891,238
77,891,238

財務諸表に対する注記


